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第 １ 号 議 案  

 

 

平 成 ２ ７ 年 度 江 戸 川 区 一 般 会 計 予 算  

 

 

平 成 ２ ７ 年 度 江 戸 川 区 の 一 般 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  ２ １ ８ ,８ ４ ７ ,０ ２ ３ 千 円 と 定

め る 。  

２  歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」

に よ る 。  

（ 繰 越 明 許 費 ）  

第 ２ 条  地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る こ

と が で き る 経 費 は 、 「 第 ２ 表 繰 越 明 許 費 」 に よ る 。  

（ 債 務 負 担 行 為 ）  

第 ３ 条  地 方 自 治 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に よ り 債 務 を 負 担 す る 行 為 が で き る 事 項 、期 間

及 び 限 度 額 は 、 「 第 ３ 表 債 務 負 担 行 為 」 に よ る 。  

（ 特 別 区 債 ）  

第 ４ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 特 別 区 債 の

起 債 の 目 的 、限 度 額 、起 債 の 方 法 、利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、「 第 ４ 表 特 別 区 債 」に

よ る 。  

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ５ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ５ 条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 一 時 借 入 金 の 借 入 れ の 最 高

額 は 、 ３ ,０ ０ ０ ,０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。  

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）  

第 ６ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費

の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

  (1) 各 項 に 計 上 し た 給 料 、 職 員 手 当 等 及 び 共 済 費 に 係 る 予 算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場

合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の 経 費 の 各 項 の 間 の 流 用 。  

 

 

 

 

 

平 成 ２ ７ 年 ２ 月 １ ７ 日 提 出  

 

江  戸  川  区  長   多  田  正  見  
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第１

歳

動

金 ２，８２７，３７５

車

１ 繰 越 金 ２

税

，８２７，３７５

２

１９ 諸 収 入 ４，

６

１６４，０１５

８

１ 延 滞 金 加 算 金 及
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２ 特 別 区 預

８

金 利 子 １，２００

８

３ 貸 付 金 元 利 収

　

入 ８０６，３３１

４ 受 託 事 業 収 入 ６５０，０９８

５ 雑 入 ２，５５２，９４７

２
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０ 特 別 区 債 １，５０２

特

，０００
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別

特 別 区 債 １，５０２，

区

０００
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計 ２１８，８４７，０

こ

２３

税 ４，７９８，６

入

６２

４ 入 湯

（

税 １２，０００

単

２ 地 方 譲 与 税 １，

位

０２０，０００

：

１ 地 方 揮 発 油 譲 与

千

税 ３２０，０００

円

２ 自 動 車 重 量 譲

表

）

与 税 ７００，０００

３ 利 子 割 交 付 金 ６２０，０００

１ 利 子 割 交 付 金 ６２０，０００

４ 配 当 割 交 付 金 ３００，０００

科

１ 配 当 割 交 付 金 ３０

　

０，０００

　

５ 株式等譲渡所得割交

 

　

付金 ８０，０００

　

１ 株式等譲渡所

 

得割交付金 ８０，００

 

０

６ 地 方 消

 

費 税 交 付 金 ９，８１０

 

，０００

１

　

地 方 消 費 税 交 付 金 ９，

目

８１０，０００

金

７ 自 動 車 取 得 税 交

　

付 金 ３００，０００

歳

　

１ 自 動 車 取 得

　

税 交 付 金 ３００，００

　

０

８ 地 方 特

　

例 交 付 金 ５００，００

　

０

１ 地 方 特

　

例 交 付 金 ５００，００

　

０

９ 特 別 区
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交 付 金 ７８，０００，
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０００
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別 区 財 政 調 整 交 付 金 ７

入
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８，０００，０００

１０ 交通安全対策特別交付金 ８０，０００

１ 交通安全対策特別交付金 ８０，０００

１

１１ 分 担 金 及 び 負 担

特

金 ２，９７１，４６２

別

１ 負 担 金 ２

区

，９７１，４６２

歳

税
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４

手 数 料 ４，１６５，５

８

２９
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，

料 ３，３４０，７１８

７

（単位：千円）
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２ 国 庫 補 助 金 ２，２０１，１２１
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３

７５１

３ 都

，

委 託 金 １，６５７，１

６

２５

１５ 財

２

産 収 入 ４２８，９７２
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歳　 ）

営 企 画 費 ５，１８３，２７８

３ 危 機 管 理 費 ５２９，５６８

１ 防 災 危 機 管 理 費 ５２９，５６８

４ 総 務 費 ７，４１２，１６２

科

１ 総 務 管 理 費

　

５，３０５，９４０

　

２ 徴 税 費 １，

　

　

７０３，１９３

　

３ 選 挙 費 ３０９，

 

７４６

４ 監

 

査 委 員 費 ９３，２８３

 

５ 都 市 開 発

 

費 ３，５７３，４８１

　

１ 都 市 計 画

目

費 ２，０２１，６９５

金

２ 住 宅 費 ４

　

４０，１１２

出

　

３ 建 築 管 理 費 １，１

　

１１，６７４

　

６ 環 境 費 ８，９２１

　

，２９１

１

　

環 境 整 備 費 ４８１，０

　

１８

２ 清 掃

　

事 業 費 ８，４４０，２

額

７３

７ 文 化

款

共 育 費 ５，８５８，４

項

８４

１ 社 会

（

4

教 育 費 ４，３３４，１３６

２ 保 健 体 育 費 １，５２４，３４８

８ 生 活 振 興 費 ７，５８７，５６５

１ 地 域

１

振 興 総 務 費 ５，９２２

議

，８３５

２

会

商 工 ・ 農 業 水 産 費 １，

費

６６４，７３０

単

９

９ 福 祉 費 ６８，７

７

２５，８３６

３

１ 社 会 福 祉 費 ２６，

，

５４９，７７１

１

２ 生 活 保 護 費 ４２

９

，１７６，０６５

９

１０ 子 ど も 家 庭 費 ４５，５２５，７７７

（単位：千円）
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２９８，５７３

５

１５ 予 備 費 ３００
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２７８

１ 経



5

歳　 ）

営 企 画 費 ５，１８３，２７８

３ 危 機 管 理 費 ５２９，５６８

１ 防 災 危 機 管 理 費 ５２９，５６８

４ 総 務 費 ７，４１２，１６２

科

１ 総 務 管 理 費

　

５，３０５，９４０

　

２ 徴 税 費 １，

　

　

７０３，１９３

　

３ 選 挙 費 ３０９，

 

７４６

４ 監

 

査 委 員 費 ９３，２８３

 

５ 都 市 開 発

 

費 ３，５７３，４８１

　

１ 都 市 計 画

目

費 ２，０２１，６９５

金

２ 住 宅 費 ４

　

４０，１１２

出

　

３ 建 築 管 理 費 １，１

　

１１，６７４

　

６ 環 境 費 ８，９２１

　

，２９１

１

　

環 境 整 備 費 ４８１，０

　

１８

２ 清 掃

　

事 業 費 ８，４４０，２

額

７３

７ 文 化

款

共 育 費 ５，８５８，４

項

８４

１ 社 会

（

4

教 育 費 ４，３３４，１３６

２ 保 健 体 育 費 １，５２４，３４８

８ 生 活 振 興 費 ７，５８７，５６５

１ 地 域

１

振 興 総 務 費 ５，９２２

議

，８３５

２

会

商 工 ・ 農 業 水 産 費 １，

費

６６４，７３０

単

９

９ 福 祉 費 ６８，７

７

２５，８３６

３

１ 社 会 福 祉 費 ２６，

，

５４９，７７１

１

２ 生 活 保 護 費 ４２

９

，１７６，０６５

９

１０ 子 ど も 家 庭 費 ４５，５２５，７７７

（単位：千円）

科　　　　

位

    　目
金　　　　　　　　額

款 項

5

１

１ 児 童 福 祉 費

議

４５，５２５，７７７

会 １１ 健 康 費費 ２３，２００，１８７９

１ 保 健 衛 生

７

費 ２３，２００，１８

３

７

１２ 土 木

，

費 １５，３２８，５７

：

１

９

１ 土 木 管

９

理 費 ３，３５８，６２

９

９

２ 都 市 計 画 費 ５，３２８，９９４

３ 道 路 橋 梁 費 ６，６４０，９５６

１３ 教 育 費 ２３，４２９，０４

２

３

１ 教 育 費

経

２３，４２９，０４３

千

営

１４ 公 債 費

企

２，２９８，５７３

画

１ 公 債 費 ２，

費

２９８，５７３

５

１５ 予 備 費 ３００

，

，０００

１

１

予 備 費 ３００，０００

８

歳　　　出

３

　　　合　　　計 ２１

，

８，８４７，０２３

円

２７８

１ 経



6

　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

 　　　 6

２ 経 営 企 画 費 １ 経 営 企 画 費

款 項

１２ 土 木 費 ３ 道 路 橋 梁 費



7

　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

.

刊 行 物 関 係 費

　　　　　　　３０,９９６

（ く ら し の 便 利 帳 制 作 ）

都 市 計 画 道 路 整 備 費

（ 補 助 第 ２ ６ ４ 号 線 （ 北 小 岩 ） 　　　　　　３０２,２５８

・第２８８号線（南篠崎）外街路整備 ）

道 路 舗 装 費

　　　　　　２５８,９６７

（ 北小岩四・六・七丁目外道路舗装 ）

歩 道 整 備 費

　　　　　　　１５,６４６

（ 北小岩四・六・七丁目外歩道整備 ）

公 共 下 水 道 建 設 費

　　　　　　　　７,８６０

（ 松 江 六 丁 目 付 近 枝 線 ）

排 水 場 の 維 持 補 修 費

（ 下 川 樋 管 撤 去 ） 　　　　　　１７６,１４２

（ 下 川 吐 出 水 槽 撤 去 ）

7

事 業 名 金 額

千円
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第  ３  表   債  務  負  担  行  為  
 

事          項 期     間 限 度 額 

 

 

 

私立高等学校、私立大学等 

入学資金融資に伴う取扱金 

融機関に対する損失補償墨

ああああ 

  

平成２７年度から  

 

平成３４年度まで  

 

私 立 高 等 学 校 、 私 立 大 学

等 に 入 学 す る 者 を も つ 保

護 者 等 が 平 成 ２ ７ 年 度 に

取 扱 金 融 機 関 か ら 融 資 を

受 け た 額 並 び に 回 収 不 能

が 生 じ た 場 合 の 利 子 等 損

失 額  

３ ,０ ０ ０ 千 円  
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   9 

第  ４  表   特  別  区  債 
 

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 

証券発行又は普通貸借の方法によ

り政府その他より起債する。  

証券発行の場合における発行価格

は、額面１００円につき９８円以

上とし発行価格が額面金額を下回

るときは、それぞれの発行価格差

減額をうめるために必要な金額を

それぞれの限度額に加算し、その

金額を限度額とすることもある。  

 

 

学 校 施 設 整 備 事 業  

 

千円  

１００ ,０００  

 

学 校 施 設 改 築 事 業  

 

１ ,４０２ ,０００  

 

 

 

 

 

 

 

 

 利  率 

年５ .０％以内  （ただし、利率見

直し方式で借り入れる政府資金及

び地方公共団体金融機構資金につ

いて、利率の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後の利率）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償 還 の 方 法 

起債のときから据置期間を含め、

３０年以内に元利均等額、元金均

等額、満期一括額のいずれかの方

法により償還する。  

ただし、融資条件又は財政の都合

その他によっては繰上償還をする

ことができる。  

 

そ の 他 

金融事情その他の都合により、起

債額の全部又はその一部を翌年度

に繰越起債することもある。  

 

 

合       計  

 

１ ,５０２ ,０００  

 
 


